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本稿では、欧米の都市・地域・農村振興におけるボトム
アップに関する研究を御紹介します。ここでいう「ボトム
アップ」とは、地元の多様な主体が連携して、協議しなが
ら課題に取り組む手法を指します。このテーマを扱う都市
計画学や農村計画学は、現場で実際に課題の解決に取り組
みながら、対象を観察する研究を多く行っています。ボト
ムアップに関しても、その有用性を認め、その仕組を明ら
かにする研究が行われてきました。また、研究と実践に必
要な手法開発を表裏一体で進めることも、この分野の特徴
です。

１．都市振興におけるボトムアップ
英国のシビック・トラスト協会による『プライド・オブ・

プレイス』は、都市振興におけるボトムアップについて記
した代表的な報告です（シビック・トラスト，1976）。1950
年代、英国では歴史的な街並が次々と取り壊されました。
本書は、歴史的な景観を保全し、都市の環境整備に貢献し
た市民組織の仕組について示しています。また、市民参加
の重要性が「都市および地方計画法（1971）」に位置付けら
れたことを報告しました。訳者の井手久登と井手正子は、
本書の後書に次のように記しています。
「本書はCivic Trust : Pride of Place – How to improve 

your surroundingsの全訳である。原題は直訳すれば、郷
土の誇りあるいは誇りある町づくりとでもいうべきところ
であろう。これは、身近な生活環境を住民たちの協力を得
ながら整備することによって、愛着と誇りをもつ空間にし
ようとするものであり、その結果として、コミュニティが
形成されることを暗に含んでいる」。

西村（1993）によると、1950年代から1970年代にかけ
て、英国では1,200を超えるまちづくりの市民組織が設立
されました。

小林（1994）によると、20世紀末に先進諸国では、工業
化社会とそれと一体であった都市化社会が終わりました。
都市の構造転換では公共団体が財政力を持たず、大規模な
再開発は民間事業として行われました。小林は、都市に暮
らす住民の要求が満たされ、なおかつ、民間企業が利益を
追求するために、協議型まちづくりが必要とされたと考察
しました。また、協議型まちづくりに関して小林は類型化
し、パートナーシップ型では「社会問題を解決するため
に、政府・企業・非営利のグループ・市民が、資源を分担
しあい協力する」（Langton, 1983）という特徴があること
を示しました。

２．産業地帯の復興におけるボトムアップ

ドイツには国際建築展（IBA）という、建築・地区計画
の万博があります。1989年から1999年まで、ルール工業
地帯では、IBAエムシャーパークが開催されました。
Ipsen（2000）らは、住民のアイデアにより、撤退して廃
墟となった石炭生産と鉄鋼産業の跡地が芸術・文化施設へ
と修復され、汚染された河川が再自然化されるプロセスを
報告しました（Ipsen, 2000 ; Sieverts, 2001 ; Reicher et al., 
2011）。永松（2006）によると、IBAのために設立された第
３セクターが、住民をはじめ、利害関係者間の協議をサ
ポートしたのが、取組の成功要因です。

ポーランドとの国境に近いラウジッツでは、2000年か
ら2010年までIBAフュースト・ピュックラー・ランドが開
催されました。東西統一後、エネルギー産業の構造が変化
し、ラウジッツの炭鉱は廃鉱になりました。既に多くの村
が露天掘りの炭鉱として掘り起こされて消滅し、その跡が
巨大な水溜りとなって地域に残っていました。Sperber

（2005）は、その点在する水溜りを、IBAの第３セクター
と地元の協議会が、IBAを通じて美しい湖沼の風景へと修
景するプロセスを観察しました。「汚い、重労働の記憶、
しかし、ここは私の働いた場所であり、人生の証である」
という住民の声を記録し、住民が地域に抱く負のイメージ
が、IBAに取り組んだことで改善したことを明らかにしま
した。

３．農村振興におけるボトムアップ
1970年代、ドイツでは、オーストリアの山村振興への

関心が高まりました。ÖAR（オーストリア内発的農村振興
協議会）のScheer（1987）は、ドイツを訪れてこう語りま
した。「自立した地域振興には活動的な人々が大勢存在し、
自信を持って互いに好意的な雰囲気を持ち、共に考え、学
び、行動することが必要である」。

Jasper et al.（1997）は、EUがLEADER（リーダー）事
業を始めた際、ドイツで協議会による農村振興への期待が
一気に高まった様子を報告しました。LEADER事業は、
農村地域に多様な所得獲得手段を創出し、都市と農村の経
済格差を是正し、人口流出を防ぐことを目的としていま
す。公益・民間・行政が連携し、自治体の垣根を越えて
LEADER地域を定め、ローカル・アクション・グループ

（LAG）という協議会を組織し、自ら取り組むべき課題を
協議して決め、農村地域のイノベーションに取り組みま
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す。LAGは農村振興の取組の実施主体であると同時に、
地域の多様な主体が連携して実施する取組のサポーターで
す。EUは、加盟国と国内の農村地域とともに、農村振興
の課題に重層的に対応する仕組を構築していくなかで、コ
ミュニティ主導の地域振興戦略に期待を寄せています（須
田，2014；飯田，2014；浅井，2016；市田，2017）。

Ipsen et al.（1999）はLEADER事業の成功要因につい
て、LAGの設置により、農村振興の多様な取組をネット
ワークさせる、リージョナル・マネージメント（地域の調
整役）が確立したためと考察しました（Ipsen et al., 1999；
飯田，2004）。Putnam（1993）の市民共同体の理論におけ
る「社会資本」という概念に基づき、イプセン（2005）は
LEADER地域の農村振興について次のように捉えました。
「自らが進んでものごとをなす気性に富んだ地域は、横

に連携した一つ一つのグループのやる気に支えられていま
す。個人の関心や能力と並んで、多様な人々とグループが
ネットワークすることで、地域には協働効果と能率化がも
たらされます」。

４．協議会のための手法の開発
都市・地域・農村振興におけるボトムアップでは、地元

の多様な主体が連携して組織する協議会が取組の進行を舵
取りし、また、地元の人々の意欲を引き出すことが重要で
す。

カリフォルニア大学のアレグザンダーは、まちづくり
協議会のために『パタン・ランゲージ』（アレグザンダー，
1992）を刊行しました。この手法集は百科事典のように構
成され、課題への対応方法について、関連項目を示しなが
ら多角的に解説しています。

ドイツでは、協議会が議論しながら自己評価し、コレ
クティブ・ラーニング（集団的学習）することに関心が高
まっています。連邦交通・建築・都市開発省はベルリン工
科大学のAltrockらと、まちづくり協議会の自己評価手法
集を刊行しました（Altrock et al., 2011）。連邦食料・農業
庁も、研究者、専門家、LEADER地域の人々と『農村地域
振興の自己評価 ―考え方と手法集』（DVS, 2014）を刊行
しました。

本稿の筆者らは、JSPS科研費の助成を受けて「EU農村
振興の評価体制・手法に関する研究」（JP19H03068）を実
施し、LEADER事業におけるコレクティブ・ラーニングに
ついて調査しています。
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